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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しますが、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

４．第35期までの株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 1,658,781 2,032,770 2,289,983 2,705,115 2,510,357 

経常利益 （千円） 431,933 483,874 721,191 863,305 758,492 

当期純利益 （千円） 382,841 402,038 399,084 493,475 514,507 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） ─ ─ ─ ─ ― 

資本金 （千円） 160,000 160,000 398,000 419,000 422,325 

発行済株式総数 （株） 320,000 320,000 3,600,000 3,720,000 3,739,000 

純資産額 （千円） 948,991 1,307,356 2,211,714 2,641,082 3,014,135 

総資産額 （千円） 1,602,925 1,898,372 2,895,443 3,502,629 3,796,332 

１株当たり純資産額 （円） 2,965.60 4,085.49 614.37 709.97 806.14 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
100.00 

(─) 

300.00 

(─) 

30.00 

(─) 

40.00 

(─) 

40.00 

 (─) 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） 1,154.19 1,256.37 123.36 136.85 137.83 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） ─ ─ 117.88 131.78 137.23 

自己資本比率 （％） 59.2 68.9 76.4 75.4 79.4 

自己資本利益率 （％） 49.2 35.6 22.7 20.3 18.2 

株価収益率 （倍） ─ ─ 21.4 20.8 9.7 

配当性向 （％） 8.7 23.9 24.3 29.2 29.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 39,995 131,392 523,855 720,887 131,329 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 210,694 124,020 △117,774 △169,302 △985,398 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △32,000 △32,000 497,646 △64,713 △141,602 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 524,229 747,642 1,651,370 2,138,242 1,142,570 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

108 

(17) 

  

108 

(17) 

  

115 

(18) 

  

127 

(18) 

  

130 

(19) 

  



５．当社は、平成16年８月20日付で１株につき10株の株式分割を行っております。 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和44年４月 東京都新宿区西大久保に日本エムアイエス株式会社を設立、電子計算機利用状況の診断・導入指

導・システム設計指導、電算機要員教育訓練等のコンサルティング業務を開始。 

昭和46年１月 本社を東京都新宿区市ヶ谷に移転。 

昭和46年８月 ソフトウェア開発業務を開始。 

昭和48年８月 入力データ作成業務を開始。 

昭和53年６月 会計システムパッケージ「ＡＳＰＡＣ－Ⅰ」を開発・販売開始。 

昭和54年７月 電算関係のマニュアル類の翻訳業務を開始。 

昭和55年３月 総合固定資産管理システムパッケージ「ＦＡＳＰＡＣ－Ⅰ」を開発・販売開始。 

昭和56年６月 総合会計システムパッケージ「ＤＢ／ＤＣ型ＡＳＰＡＣ－Ⅰ」を開発・販売開始。 

昭和57年８月 資金管理システム「ＳＨＩＫＩＮ」を開発・販売。 

昭和61年３月 総合固定資産管理システムパッケージ「ＦＡＳＰＡＣ－Ⅱ」を開発・販売開始。 

昭和62年４月 ソフトウェア開発業務の拡充を図るため、株式会社ライジンに資本参加。 

昭和62年８月 労働者派遣事業の登録。 

平成６年７月 総合情報システムパッケージ「ＰｒｏＰｌｕｓ」シリーズを開発・販売開始。 

平成８年３月 リース資産管理システムパッケージを開発・販売開始。 

平成９年７月 ソフトウェア開発業務の拡充を図るため、株式会社アインに資本参加。 

平成10年５月 将来の中国進出の準備として、中国人コンピュータサイエンス系学生の新規採用開始。 

平成11年３月 運用管理部門を移管するため、株式会社エールの設立に参加し、子会社とする。 

平成11年11月 販売チャネルの拡大を目的として、日本オラクル株式会社とパートナー契約締結。 

平成13年３月 経営の効率化を図るため、株式会社アイン及び株式会社ライジンより営業の譲受。 

平成13年５月 株式会社プロシップに商号変更するとともに、本社を東京都千代田区神田司町に移転。 

平成13年６月 経営の効率化を図るため、株式会社ソフトウェア開発センターより営業の譲受。 

平成13年８月 経営の効率化を図るため、株式会社エールより営業の譲受。（株式会社エールは清算いたしまし

た。） 

平成14年７月 中国大連市のドリームスコープ社へシステム開発の発注を開始。 

平成14年12月 ソフトウェア開発業務の拡充を図るため、株式会社アイピーシステムより営業の譲受。 

平成15年12月 減損会計システムパッケージを開発・販売開始。 

平成16年４月 関西営業所を大阪市中央区に開設。 

平成17年３月 ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年４月 普楽希普信息系統（大連）有限公司（プロシップ大連）を中国大連市に設立。 

平成17年４月 販売管理システムパッケージを開発・販売開始。 

平成18年４月 株式会社ライジングプロを設立  

平成18年４月 株式会社プロシップフロンティアを設立  



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社（株式会社プロシップ）及び当社の関係会社（子会社３社）により構成されており、パッケ

ージシステムの開発・販売、受託開発、システムの運用管理等を事業として行っております。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

なお、当該関係会社については、企業集団の財政状態および経営成績等に関する、資産・売上高・利益・利益剰余

金等の各基準に与える影響から判断して、合理的な判断を妨げるような重要な影響を及ぼさないため連結財務諸表を

作成しておりません。 

［事業系統図］ 

  



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、期間契約社員を含みます。）は、年間の平均

人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

130（19） 32.0 5.7 4,952,230 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当期におけるわが国経済は、企業の財務体質の改善や収益の拡大基調が続いたことを背景に設備投資や個人消費

など民間需要が堅調に推移しました。 

情報サービス産業におきましても、企業間競争の激化による価格の引下げ圧力は依然として強いものの、企業の

設備投資意欲は高まってきております。 

このような状況の中で当社は、パッケージ＋コンサルティング＋カスタマイズ・アドオンによる“ハイブリッド

システムソリューション・モデル”を展開し、顧客の期待を超えるシステムソリューションの提供に努めてまいり

ました。特に、平成19年度税制改正の目玉であった「減価償却制度の見直し」に対しては、他社に先駆けた製品リ

リースで対応を行った結果、既存ユーザーのバージョンアップ、他社製品からの乗り換え等による新規ユーザーを

獲得いたしました。また、主力製品である「ProPlus固定資産システム」の新たなオプションシステムとして、

「総務省申告対応オプション」や、「賃貸借契約管理システム」の開発・販売を開始し、好調な引き合いを得まし

た。一方、受託開発・運用管理分野に関しましては、当社の業務との相乗効果や採算性等を重視して慎重な受注展

開を行いました。 

この結果、当期の売上高は25億10百万円（前期比7.2％減）、営業利益は７億43百万円（同12.9％減）、経常利

益は７億58百万円（同12.1％減）となりました。当期純利益に関しましては、役員・従業員向けに加入していた保

険の見直しに伴う解約返戻金が発生したこと等により、５億14百万円（同4.3％増）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前期末に比べ995百万円減少し、1,142

百万円となりました。これは投資活動による支出が985百万円、財務活動による支出が141百万円あったのに対し、

営業活動による収入が131百万円に留まったことによるものです。 

当期における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は131百万円（前年同期比81.8％減）となりました。これは主に、営業利益が減少

したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は985百万円（同482.0％増）となりました。これは主に、定期預金の預入による支

出の増加、販売用ソフトウェアのバージョンアップに関する無形固定資産の取得による支出の増加等によるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は141百万円（同118.8％増）となりました。これは主に、配当金の支払いによる

ものであります。 



２【受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 該当事項はありません。 

(2)受注状況 

 当事業年度の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価額によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３．パッケージにはユーザー固有のカスタマイズを伴わないパッケージライセンスに係る受注も含んでおりま

す。 

４．運用管理等には商品受注を含んでおります。 

(3)販売実績 

 当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．運用管理等には商品売上を含んでおります。 

  

品目別 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

パッケージ 2,436,126 124.8 1,206,795 220.2 

保守 331,809 114.5 154,599 114.2 

受託 194,813 52.6 － － 

運用管理等 225,243 75.7 22 37.9 

合計 3,187,993 109.6 1,361,417 199.1 

品目別 
当事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

パッケージ （千円） 1,777,296 98.9 

保守 （千円） 312,568 130.2 

受託 （千円） 195,213 52.8 

運用管理等 （千円） 225,279 75.4 

合計（千円） 2,510,357 92.8 



３【対処すべき課題】 

  わが国においては、企業収益の改善や民間設備投資の増加等により、景気の回復傾向が鮮明になっております。 

  情報サービス産業のなかでも、ソフトウェア業界、特に当社のメインである業務アプリケーションシステムの分野

においては、顧客の企業戦略の実現あるいは経営に直結した情報化戦略にとって価値のあるソリューションを提供す

ることが、勝ち抜くための必須条件となっております。 

当社がパッケージシステムを中心に展開している会計分野においては、金融商品取引法の成立に伴う財務報告に係

る内部統制の評価及び監査制度の導入（日本版ＳＯＸ法）による内部統制の強化や、リース取引に関わる会計基準

の変更等、継続した制度の見直しが行われるなかで、システム化に対する需要はますます高まるものと見られてお

ります。 

このような状況のなかで、当社は、「ProPlus 固定資産システム」を中心とする固定資産管理ソリューション及

び、「ProPlus販売管理システム」を中心とする販売管理ソリューションにおいて、顧客の期待を超えるシステムソ

リューションを展開していくことで、事業拡大してまいります。 

そのための新製品（パッケージシステム）の開発や既存製品のバージョンアップは、パッケージ開発の専任組織

で行い、さらにプロジェクト管理、原価管理の精度を高めていくことで、高機能・高品質・高生産性の実現に向け

て精力的に取り組んでまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある事項として、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書の提出日（平成19年６月25日）現在において、当社が判断

したものです。 

(1)会計制度の変更、税制等の改正について 

 わが国では、会計基準を国際的な会計基準に対応させていくため、会計基準のコンバージェンスが進められ

て おり、リース会計基準の見直し、在外子会社会計基準統一等が予定されております。また、税制におきまして

も毎年改正が行われており、平成19年度の税制改正においては、減価償却制度の見直しが行われました。 

 このような会計制度の変更や税制改正等は、ユーザー企業のシステム更新を促す要因となることから、ビジネ 

スチャンスとなりうる反面、既存のパッケージ製品の陳腐化を招く可能性があります。当社では、監査法人やコ 

ンサルティングファームとの連携強化及びＳＥの会計知識・業務知識のレベルアップを通じて、会計制度の変更 

や税制改正等に一層柔軟に対応できる開発体制、製品供給体制を構築していく方針でありますが、会計、税制等 

の変更に適時適切に対応しきれなかった場合、顧客ニーズに適合した製品の開発、供給が不十分であった場合、 

あるいは販売競争の激化が一層進展した場合、当社の経営成績は影響を受ける可能性があります。 

(2)対象ユーザーのシステム投資動向について 

 当社は業務アプリケーションシステムの開発・販売を中心に行っていることから、当社の経営成績は、対象ユー

ザーのシステム投資動向の影響を受ける可能性があります。 

(3)経営成績の偏重等について 

 会計等の業務関連の新システムの導入に関しては、新年度からの稼動を望むユーザーが多く、特に国内の多くの

企業の決算月が３月に集中していることから、当社の経営成績は特に３月の売上及び利益の水準が他の月と比べて

高くなる傾向があります。また、カスタマイズを行なったパッケージソフト及び受託開発案件について、ユーザー

の検収が３月に集中しているため、検収の遅れが発生した場合には、売上及び利益が翌期の計上となる可能性があ

ります。 



(4)システムの不具合等について 

 当社が提供しているパッケージシステムは、対象ユーザーの利用状況、資産規模等によって個別のカスタマイ 

ズが必要となる場合があります。特に対象となるユーザー企業の規模が大きければ大きいほど、開発・導入にか 

かる期間が長期化する傾向があります。当社では、これら長期にわたるプロジェクトについては、開発工程ある 

いは期間毎に契約を行ない、完成部分に対する検収を通じて売上計上を行なうこととしております。しかしなが 

らシステム面での不具合、バグ等を完全に除去することは困難であるため、不具合を治癒するための追加的なコ 

ストが発生した場合、あるいは顧客側の既存システムにも影響を与えるようなシステムトラブル等が生じた場 

合、当社の経営成績は影響を受ける可能性があります。 

(5)協業及び販売体制について 

①販売体制について 

 当社が直接ユーザーから受注する直接販売とシステムインテグレーターやコンサルティングファーム等

（日本アイ・ビー・エム㈱、日本電気㈱、富士通㈱、㈱CSKシステムズ、伊藤忠テクノソリューションズ㈱、NTT

コムウエア㈱、㈱大塚商会、㈱ICSパートナーズ、等）と協同で受注する間接販売があります。直接販売、間接

販売ともにユーザーと直接、特定プログラム使用許諾契約を締結し、プログラム著作権は当社が留保する形態 

となっております。 

②日本オラクル㈱とのパートナー契約について 

 当社では、平成11年11月より日本オラクル㈱との間でパートナー契約を締結しております。 

 日本オラクル㈱では、会計、販売管理、人事管理等を一元的に管理する業務用パッケージソフトウェア

（Oracle E-Business Suite、以下「ＥＢＳ」という）を取扱っておりますが、固定資産管理等の特定分野のシ

ステムプログラムについては、当社のようなシステムベンダーが提供するソフトウェアが活用されております。

当該契約によって、当社が開発した固定資産管理等の特定のソフトウェアは同社の取扱っているＥＢＳの一機能

として組み込むことが可能となり、近年の大手企業への大口システム導入案件の獲得等に寄与しております。 

 上記①及び②に記載したシステムインテグレーター、コンサルティングファーム等並びに日本オラクル㈱とは

現状、良好な取引関係を維持しておりますが、何らかの理由で協業・取引関係の維持が困難となった場合、当社

の業績は影響を受ける可能性があります。 

(6)中国への進出について 

当社は、海外展開を今後の事業規模拡大戦略の一つとして位置付け、まず中国をターゲットにパッケージシステ

ムの開発・販売を展開するべく、遼寧省大連市に平成17年４月、中国現地法人「普楽希普信息系統(大連)有限公司

（プロシップ大連）」(出資割合100％)を設立いたしました。中国はＷＴＯ加盟により企業の国際化が進展し、日

本と同様に国際会計基準へのシステムニーズが見込まれることから、当社システムの販売市場が存在し、それが拡

大していくものと考えております。 

しかしながら中国の法令制度や取引慣行あるいはインフラの整備状況等により、当社の進出に支障をきたす可能

性があります。また、進出計画および事前調査には十分な時間をかけてまいりましたが、その予想を超える事象が

発生した場合には、当該投資の回収が見込どおりに進まず、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(7)人材の確保、育成について 

 当社が事業拡大を進めていくためには、スキルの高い優秀なスタッフを確保することが重要な要素であると考え

ております。しかしながらソフトウェア業界での人材獲得競争は激しく、業務上必要とされる知識及び経験を備え

た人材を確保できないリスクがあります。 

 当社では、優秀な人材の採用については最重要の課題として取り組んでおりますが、優秀な人材を十分かつ適時

に確保できなかった場合及び社内の有能な人材が流出してしまった場合には、今後の事業展開に制約を受けること

となり、経営成績に影響を与える可能性があります。 



(8)ストックオプションについて 

 当社はストックオプションを当社取締役および従業員等に対して、これまで２回にわたり付与しており、第１回

目のストックオプションにつきましては、平成18年３月１日より行使期間に入っております。また今後も優秀な人

材確保のために同様のインセンティブ政策を実施する可能性があります。かかる新株予約権は、取締役および従業

員等の業績向上に対する意欲や士気をより一層高めるものであり、必ずしも既存の株主の利益と相反するものでは

ありませんが、新株予約権の権利行使が行われた場合には、１株当たりの株式価値が希薄化する可能性がありま

す。また、新株予約権の行使により取得した株式が市場で売却された場合は、需給バランスに変動を生じ、適正な

株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

当社では上記契約を、平成11年11月より締結しております。特に、近年の大手企業からのシステム導入案件獲得

の背景として、当該契約によって、当社の開発した固定資産管理等の特定のシステムが、日本オラクル(株)のＥＢ

Ｓシステムの一機能として組み込まれることが可能となったことがあげられます。また、この契約による導入実績

により、当社システムの信頼度アップ、知名度の向上、販売チャネルの拡大等の効果も表れております。 

６【研究開発活動】 

当社は、グローバル化と経営変革の進展により激化する市場競争の中で、主に上場企業・中堅成長企業に対し、高度

化・複雑化・広域化する情報システムニーズに的確に応えられる「ProPlus」シリーズを基軸とした、更なる

Specialityの高いパッケージソリューションを実現することを目標に、研究開発に取り組んでおります。 

当事業年度においては、引き続き主力製品「ProPlus固定資産システム」の機能強化並びにWeb化に向けた取り組みを

おこない、平成19年２月にWEB版のリリースを行いました。 

これらの結果、当事業年度における研究開発費の総額は273,985千円となり、前事業年度と比較して14,103千円減

(4.9％減)となっております。 

相手先 契約 契約内容 契約期間 

日本オラクル㈱ オラクル・パート

ナー契約 

同社から使用許諾あるいは付与されたライセンスに

基づき、同社システムとの協業ビジネス（製品提

携）の推進。 

同社システム変更に伴うメンテナンスサポート等の

支援等。 

平成18年６月１日から 

平成19年５月31日まで 

（自動更新） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社では、子会社の資産、売上高当からみて当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいことから、財政状態及び経営成績の分析・検討内容は当社の財務諸表に基づいて記載してお

ります。 

(1)収益の認識基準 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。 

財務諸表の作成にあたり採用しております売上高の発生形態別の計上基準は、以下の通りとなっております。 

 パッケージ売上高は、パッケージソフト単体として販売する場合は顧客から受け入れる納品書兼受領書に記載さ

れた受領日をもとに売上を計上し、パッケージソフトに顧客毎のカスタマイズが加わる場合及び開発案件の受託売

上高については、顧客からの検収書に記載された検収日をもとにして売上計上を行っております。特に、開発及び

導入に長期間を要する大型案件については、顧客との契約に基づき開発工程ないしは一定期間毎に検収書を入手

し、売上計上を行っております。 

 保守売上高は、当社製品を導入している顧客へのシステムサポート及び保守に関する売上であり、契約に基づ

き、契約金額を契約期間で月割りし、毎月一定額を売上計上しております。 

 運用管理売上高は、顧客先での独自システムの構築や運用サポート及びシステム管理、サーバー監視等をアウト

ソーシングで請け負う業務に関する売上であり、顧客からの検収書に記載された検収日をもとにして売上計上して

おります。 

(2)経営成績の分析 

＜経営成績＞ 

＜売上内訳＞ 

①売上高の変動要因 

 当事業年度は前事業年度に比べて、パッケージが1.1％減、保守が30.2％増、受託が47.2％減、運用管理等が

24.6％減と、特に受託・運用管理等において売上高が減少しました。この結果、売上高合計でも7.2％減となりま

した。パッケージにおきましては、ユーザー企業において、いわゆる日本版SOX法に対応するための実態調査に時

間を要する傾向が見られ、上期は前期に比べ受注が落ち込みました。一方下期においては、平成19年度の税制改正

「減価償却制度の見直し」への対応による受注が急増いたしました。これにより、パッケージの売上高は

1,777,296千円（前期比1.1％減）となりました。保守におきましては、パッケージ導入企業の増加に伴う保守契約

の増加により売上高を伸ばすことが出来ました。この結果、保守の売上高は312,568千円（前期比30.2％増）とな

りました。受託開発におきましては、当社の業務との相乗効果や採算性を重視した受注展開をいたしました。これ

  前事業年度 当事業年度   

  平成18年３月期 構成比（％） 平成19年３月期 構成比（％） 

売上高（千円） 2,705,115 100.0 2,510,357 100.0 

売上総利益（千円） 1,600,651 59.2 1,490,333 59.4 

営業利益（千円） 853,656 31.6 743,468 29.6 

経常利益（千円） 863,305 31.9 758,492 30.2 

当期純利益（千円） 493,475 18.2 514,507 20.5 

  前事業年度 当事業年度   

  平成18年３月期 構成比（％） 平成19年３月期 構成比（％） 

パッケージ（千円） 1,796,374 66.4 1,777,296 70.8 

保守（千円） 240,054 8.9 312,568 12.4 

受託（千円） 370,009 13.7 195,213 7.8 

運用管理等（千円） 298,677 11.0 225,279 9.0 

売上高合計（千円） 2,705,115 100.0 2,510,357 100.0 



により、受託の売上高は195,213千円（同47.2％減）となりました。運用管理等におきましては、既存顧客の運用

管理を継続して行ってまいりました。この結果、運用管理等の売上高は225,279千円（同24.6％減）となりまし

た。 

②利益の変動要因 

・売上総利益の変動要因 

 当事業年度は、開発過程におけるテンプレート化・コンポーネント化並びにプロジェクト管理、原価管理の精

度を上げることでより一層の生産性向上に努めてまいりました。このため、売上総利益は1,490,333千円（売上

総利益率59.4％）と前事業年度の売上総利益率（59.2％）と同様、高い水準を維持することが出来ました。 

・営業利益の変動要因 

 当事業年度の営業利益は743,468千円（営業利益率29.6％）と前事業年度と同水準の利益率を確保することが

出来ました。販売費及び一般管理費につきましては、前事業年度は研究開発費が288,088千円でしたが、当事業

年度も引き続き固定資産システムのWeb化や機能強化等の開発があり、273,985千円と同程度発生しました。これ

らの結果、当事業年度の販売費及び一般管理費は746,865千円となり、売上高販管費比率としては29.8％と前事

業年度実績の27.6％と比べて、およそ２ポイント上昇しました。 

・当期純利益の変動要因 

当事業年度は売上が減少したことに伴い、営業利益が前事業年度と比較して110,188千円減少（前年同期比

12.9％減）したものの、保険契約の見直し等に伴い特別利益として保険解約返戻金等141,512千円を計上したこ

とにより、当期純利益は514,507千円（同4.3％増）となりました。 

(3)資金の財源に関する分析 

①キャッシュ・フローの状況に関する分析 

＜キャッシュ・フロー計算書＞ 

 キャッシュ・フローの状況に関する分析につきましては、「１ 業績等の概要 （２）キャッシュ・フロー」に

記載しております。 

 この結果、総資産に占める現金及び現金同等物の期末残高の割合は、前事業年度末61.0％、当事業年度末30.1％

となりました。 

②純資産額、自己資本比率等の変動について 

＜貸借対照表＞ 

  
前事業年度 

平成18年３月期 
当事業年度 

平成19年３月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円） 720,887 131,329 

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円） △169,302 △985,398 

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円） △64,713 △141,602 

現金及び現金同等物の増加額（千円） 486,871 △995,671 

現金及び現金同等物の期首残高（千円） 1,651,370 2,138,242 

現金及び現金同等物の期末残高（千円） 2,138,242 1,142,570 

  
前事業年度 

平成18年３月期 
当事業年度 

平成18年３月期 

負債合計（千円） 861,547 782,197 

純資産合計（千円） 2,641,082 3,014,135 

負債・純資産合計 3,502,629 3,796,332 

自己資本比率（％） 75.4 79.4 



当事業年度における純資産額は前事業年度と比較し、373,053千円増（14.1％増）の3,014,135千円となりまし

た。これは、平成18年６月の定時株主総会で決議された配当金支払により148,800千円減少したものの、当期純利

益として514,507千円を計上したことが主な要因です。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社では、業務の効率化、製品の品質・競争力の向上等を目的として、継続的に投資を行っております。 

当事業年度における設備投資については、主にコンピューターおよびその周辺機器の購入として6,754千円、ソフト

ウェアに199,959千円の投資を行いました。この結果、当事業年度の設備投資額は、206,713千円となりました。な

お、重要な設備の売却、除却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、本社の他関西営業所を有しております。 

 平成19年３月31日現在における設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．金額には消費税等を含めておりません。 

    ２．本社及び西日本支社は賃借しております。年間賃借料は本社が67,236千円、西日本支社が1,257千円であり

ます。 

    ３．上記のほか、リース契約による賃借設備はありません。 

    ４. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、期間契約社員を含みます。）は、年間の平均

人員を（ ）外数で記載しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、会社の成長戦略のなかで制度改正の進行状況や投資効率等の諸条件を勘案しながら、

計画策定しております。 

(1)重要な設備の新設 

(2）重要な改修 

 該当事項はありません。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 

(人) 建物附属
設備 

工具器具
備品 

ソフトウェ
ア 

その他 合計 

本社 

(東京都千代田区) 

統轄業務施設 

販売設備 

開発設備 

 ソフトウェア開発 

471 11,789 247,330 － 259,591 
123 

(19) 

西日本支社 

(大阪市浪速区) 

販売設備 

 開発設備 
－ 352 － － 352 7 

 事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手年月及び完了予定年月 

総額 
(千円) 

既支払額 
(千円) 

着手 完了 

 本社 

（東京都千代田区） 

統括業務施設 

販売設備 

開発設備  

30,000 － 自己資金 平成19年４月 平成19年６月 

ソフトウェア開

発 
215,000 － 自己資金 平成19年４月 平成20年３月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 14,880,000 

計 14,880,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,739,000 3,739,000 
株式会社ジャスダック証

券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 3,739,000 3,739,000 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

イ．平成15年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から従業員の退

職等により消滅した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じた数のことであります。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

       （１株未満の株式は切り捨てる） 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、払込金額は次の算式により調整されます。 

４．平成16年８月２日開催の取締役会決議により、平成16年８月20日をもって１株を10株に分割しております。

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 13 13 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 13,000 13,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 350 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月１日から 

平成21年９月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   350 

資本組入額  175 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社又

は当社子会社、関連会

社の取締役、監査役、

従業員（顧問を含む）

の地位を保有している

ことを要する。但し、

定年退職等一定の事由

に該当する場合には、

この限りでない。 

② 新株予約権の行使に関

するその他の条件につい

ては、株主総会及び取締

役会決議に基づき、当社

と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当

契約に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分は認めな

い。 

新株予約権者が権利行使可

能日以後に死亡した場合、

一定の要件の範囲内で相続

人は権利行使できる。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ― 

  １ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 分割・併合の比率 



５．権利行使期間には、一定の停止条件による新株予約権の権利行使の禁止期間が定められております。 

ロ．平成17年６月24日開催の定時株主総会決議に基づく新株予約権 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から従業員の退

職等により消滅した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じた数のことであります。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

（１株未満の株式は切り捨てる） 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、払込金額は次の算式により調整されます。 

４．権利行使期間には、一定の停止条件による新株予約権の権利行使の禁止期間が定められております。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,472 1,467 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 147,200 146,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,610 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から 

平成22年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,610 

資本組入額 1,305 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社又

は当社子会社、関連会

社の取締役、監査役、

従業員（顧問を含む）

の地位を保有している

ことを要する。但し、

定年退職等一定の事由

に該当する場合には、

この限りでない。 

② 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者との間で締結する新

株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分は認めな

い。新株予約権者が権利行

使可能日以後に死亡した場

合、一定の要件の範囲内で

相続人は権利行使できる。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



ハ．平成17年６月24日開催の定時株主総会決議に基づく新株予約権 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から従業員の退

職等により消滅した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じた数のことであります。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

（１株未満の株式は切り捨てる） 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、払込金額は次の算式により調整されます。 

４．権利行使期間には、一定の停止条件による新株予約権の権利行使の禁止期間が定められております。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 30  30 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,000  3,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,615 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から 

平成22年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,615 

資本組入額 1,308 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利

行使時において当社又

は当社子会社、関連会

社の取締役、監査役、

従業員（顧問を含む）

の地位を保有している

ことを要する。但し、

定年退職等一定の事由

に該当する場合には、

この限りでない。 

② 新株予約権の行使に関

するその他の条件につ

いては、株主総会及び

取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権

者との間で締結する新

株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分は認めな

い。新株予約権者が権利行

使可能日以後に死亡した場

合、一定の要件の範囲内で

相続人は権利行使できる。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注) １．株式分割（１：10）によるものであります。 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    1,600円 

引受価額    1,504円 

発行価額    1,190円 

資本組入額    595円 

払込金総額  601,600千円 

３．新株予約権の行使による増加であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成16年８月20日 

(注)１ 
2,880,000 3,200,000 － 160,000 － － 

平成17年２月28日 

(注)２ 
400,000 3,600,000 238,000 398,000 363,600 363,600 

平成18年３月1日～ 

平成18年３月31日 

(注)３ 

120,000 3,720,000 21,000 419,000 21,000 384,600 

平成18年４月1日～ 

平成19年３月31日 

(注)３ 

19,000 3,739,000 3,325 422,325 3,325 387,925 



(5）【所有者別状況】 

  （注）自己株式10株は、「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。 

  

(6）【大株主の状況】 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 7 10 10 7 ― 1,192 1,226 ― 

所有株式数

（単元） 
― 4,928 193 294 2,284 ― 29,688 37,387 300 

所有株式数の

割合（％） 
― 13.18 0.52 0.79 6.11 ― 79.41 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

鈴木 勝喜 東京都立川市 1,755 46.96 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８－11 424 11.34 

長谷部 政利 東京都練馬区 173 4.63 

中野 正義 東京都三鷹市 155 4.14 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー（常任

代理人 株式会社三菱東京UFJ

銀行） 

PETERBOROUGH COURT  

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, 

UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸ノ内２丁目７－１） 

137 3.66 

川久保 真由美 東京都世田谷区 45 1.20 

今泉 智 東京都杉並区 45 1.20 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

シヨナル・リミテツド（常任

代理人 モルガン・スタンレ

ー証券会社） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON  

E14 4QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３恵比寿

ガーデンプレイスタワー） 

33 0.90 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー

505030（常任代理人 株式会社

みずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室） 

WORLD TRADE CENTER STRAWINSKYL ANN 

1455 1077XX AMSTERDAM NETHERLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

33 0.90 

加藤 直紀 埼玉県さいたま市中央区 28 0.76 

計 － 2,831 75.69 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  （注） 単元未満株式の欄には、自己株式が10株含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

3,738,700 
37,387 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

単元未満株式 
普通株式 

300 
－ 同上 

発行済株式総数 3,739,000 － － 

総株主の議決権 － 37,387 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社プロシップ 
東京都千代田区神田

司町２－８ 
－ － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を

発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は以下の通りであります。 

（平成15年６月24日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき当社取締役、監査役及び従業員の一部に対し新株予約権を

付与することが決議されたものであります。 

 （注） 当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整されま

す。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

      （１株未満の株式は切り捨てる） 

決議年月日 平成15年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 取締役５名、監査役２名、従業員108名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 



（平成17年６月24日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員の一部に

対し新株予約権を付与することが決議されたものであります。 

 (注)１． なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整す

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

 (注)２． １株当たりの払込金額（以下、「払込価額」という）は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引

が成立しない日を除く）における当社株式のジャスダック証券取引所の終値（以下「終値」という）の平均値

に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げる）とする。但し、その金額が新株予約権発行の日の前日の終

値（取引がない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回る場合には、当該終値を払込価額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、

調整により生ずる1円未満の端数は切上げる。 

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分（但

し、新株予約権の行使により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く。）を行う場合は、次の算式に

よりその時点における払込価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切上げる。 

決議年月日 平成17年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役６名、当社従業員134名、当社顧問４名及

び当社子会社従業員２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行（処分）株式数×１株あたりの払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数（又は処分する自己株式数） 



   （平成19年６月22日定時株主総会決議） 

    会社法第236条、第238条及び、第239条の規定に基づき当社取締役、従業員及び当社子会社取締役等に対し新株予

   約権を付与することが決議されたものであります。 

  (注)１． なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整す 

     る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数に

     ついてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

  (注)２． １株当たりの払込金額（以下、「払込価額」という）は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引

     が成立しない日を除く）における当社株式のジャスダック証券取引所の終値（以下「終値」という）の平均値

     に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げる）とする。但し、その金額が新株予約権発行の日の前日の終

     値（取引がない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回る場合には、当該終値を払込価額とする。 

      なお、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、 

     調整により生ずる1円未満の端数は切上げる。 

決議年月日 平成19年６月22日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役、従業員及び当社子会社取締役等に対し、

今後開催する取締役会において定める。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
200,000株を上限とする。（うち当社取締役に対する

割当は、30,000株を上限とする。） 

新株予約権の行使時の払込金額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く）のジャスダック証 

券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値

に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ

る。以下「行使価額」という）に付与株式数を乗じ 

た金額とする。 

 ただし、その行使価額が新株予約権の割当日の終

値（取引が成立しない場合はその前の直近終値）を

下回る場合は、当該終値を行使価額とする。 

新株予約権の行使期間 

平成21年７月１日から平成24年６月30日まで。 

但し、新株予約権の行使の条件又は当社と対象者と

の間で締結される新株予約権の割当に関する契約に 

より、行使期間中における新株予約権の行使が制限

されることがある。 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、当該新株予約権の行使時におい 

 ても、当社又は当社子会社の取締役、監査役、従 

 業員（顧問、相談役を含む）の地位（以下「権利 

 行使資格」という。）を保有していることを要す 

 る。 

②その他の条件については、本総会及び新株予約権 

 発行にかかる取締役会の決議に基づき、当社と対 

 象者との間で個別に締結する新株予約権の割当に 

 関する契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する

ものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

  
― 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



      また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分（但 

     し、新株予約権の行使により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く。）を行う場合は、次の算式に

     よりその時点における払込価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切上げる。 

  

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行（処分）株式数×１株あたりの払込金額 

新株式発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数（又は処分する自己株式数） 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法 

         第155条第７号に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年４月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

    買取による株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  （注） 当期間における取得自己株式には、平成19年４月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の 

      買取による株式は含まれておりません。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 10 22,200 

当期間における取得自己株式 10 22,200 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
－ － － － 

保有自己株式数 10 － 10 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を重要課題として認識しており、配当政策の基本方針として自己資本の充実と収益

力の向上を図るとともに、目標配当性向を30％として、積極的に株主への利益還元に取り組む方針であります。 

    当社は、期末に一括配当することを基本方針としております。 

   これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、１株につき40円の配当を実施することを決定いたしました。この結果、当期の

配当性向は29.0％となりました。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

 内部留保資金につきましては、安定的経営基盤を確保する一方、技術革新の著しいＩＴ産業において持続的な成長

を図るため、スキルの高い人材確保・教育のための投資、新製品開発・新規事業開拓のための研究開発投資及びコン

ピュータ関連設備等への積極的な先行投資をおこなう所存であります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年３月１日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価について該当事

項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

 平成19年６月22日 

定時株主総会決議 
149,559 40 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） － － 3,230 3,630 2,990 

最低（円） － － 2,445 2,280 1,330 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 2,300 1,700 1,604 1,700 1,595 1,461 

最低（円） 1,610 1,580 1,530 1,571 1,451 1,330 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役

会長 
― 鈴木 勝喜 昭和16年５月19日生

昭和39年４月 株式会社宮野鉄工所（現株式会社ミ

ヤノ）入社 

昭和51年１月 当社入社 

昭和52年４月 営業部長 

昭和55年１月 取締役就任 

昭和62年８月 代表取締役社長就任 

平成７年８月 ㈱ソフトウェア開発センター代表取

締役就任 

平成７年８月 ㈱ライジン代表取締役就任 

平成９年７月 ㈱アイン代表取締役就任 

平成11年３月 ㈱エール代表取締役就任 

平成18年４月 当社代表取締役会長就任（現任） 

（注）1 1,755 

代表取締役

社長 
― 川久保 真由美 昭和39年５月20日生

昭和61年４月 日本電気通信システム株式会社入社 

平成３年11月 当社入社 

平成15年４月 パッケージ開発部長 

平成15年８月 取締役就任 

平成15年９月 システム開発本部長 

平成18年４月 代表取締役社長就任（現任） 

（注）1 45 

取締役 

副社長兼シ

ステム営業

統括本部長 

今泉 智 昭和43年９月11日生

平成６年４月 当社入社 

平成12年４月 システム営業部長 

平成14年３月 取締役就任（現任） 

平成16年４月 システム営業本部長 

平成18年４月 システム営業第１本部長 

平成19年４月 副社長兼システム営業統括本部長

（現任） 

（注）1 45 

取締役 

副社長兼西

日本営業本

部長 

中野 正義 昭和35年７月11日生

昭和58年４月 当社入社 

平成７年４月 システム営業部長 

平成９年５月 取締役就任（現任） 

平成16年４月 システム営業副本部長 

平成18年４月 システム営業第２本部長 

平成18年４月 ㈱ライジングプロ代表取締役就任

（現任） 

平成19年４月 副社長兼西日本営業本部長（現任） 

平成19年４月 ㈱プロシップフロンティア代表取締

役社長就任（現任） 

（注）1 155 

取締役 管理本部長 車田 和義 昭和14年８月14日生

昭和36年５月 株式会社クラウン入社 

昭和51年５月 株式会社忠実屋（現株式会社ダイエ

ー）入社 

平成10年８月 株式会社魚力入社 

平成15年４月 当社経営企画・内部監査室長 

平成15年８月 取締役就任（現任） 

平成15年９月 管理部長 

平成16年４月 管理本部長（現任） 

平成18年４月 ㈱プロシップフロンティア代表取締

役就任 

（注）1 24 

 



  （注）１．平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

     ２．平成18年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

     ３．平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役 
システム開

発副本部長 
富岡 騰 昭和43年８月８日生

平成元年４月 青山電算株式会社入社 

平成４年６月 当社入社 

平成16年４月 パッケージ開発部長 

平成17年４月 アプリケーション開発第２部長 

平成18年４月 システム開発副本部長（現任） 

平成18年６月 取締役就任（現任） 

（注）1 15 

 取締役 
システム開

発副本部長 
大澤 健二郎 昭和26年３月５日生

昭和51年４月 当社入社  

昭和55年１月 株式会社アイピーシステム入社 

平成15年１月 当社入社 

平成17年４月 アプリケーション開発第１部長 

平成19年４月 システム開発副本部長（現任） 

平成19年６月 取締役就任（現任） 

（注）1 3 

常勤監査役 ― 佐藤 亘男 昭和18年８月25日生

昭和42年４月 ヤマト科学株式会社入社 

昭和47年９月 株式会社くみあい計算センター 

（現株式会社全農ビジネスサポー

ト）入社 

平成11年９月 同社取締役就任 

平成17年６月 同社取締役退任 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）2 ― 

監査役  ― 久次米 義之 昭和14年９月15日生

昭和39年４月 住友建設株式会社入社 

平成13年９月 住友建設株式会社退社 

平成14年11月 大洋基礎工業株式会社 取締役副社

長（現任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）3 2 

        計   2,045 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる経営体制の構築を重要な経営課題と考えております。コ

ンプライアンスにつきましては、経営陣はもとより、社員全員の意識を高め、実践していくことが重要であると

考えております。 

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しております。取締役会は迅速な経営判断が出来るよう取締役６名による少人数で構

成され、毎月定期的に開催するほか、必要に応じて随時開催し、会社の重要事項について意思決定を行っており

ます。また、監査役２名は、取締役会その他重要な会議への出席及び取締役の業務執行につき監査を行っており

ます。 

②コーポレート・ガバナンス体制の模式図 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、次の通りであります。 

③内部統制システムの整備の状況 

当社は、取締役会のほか、部長会・ＧＭ（グループマネージャー）会を定期的に開催し、事業活動における反

復的な日常業務の監督や経営の意思決定についての情報伝達を行っております。また、社内規程を整備し、承

認、権限の付与、資産の保全、職務の分掌等を適切に行うことにより統制しております。各グループの統制状況

について内部監査室１名がチェックを実施しております。 



④監査役監査及び内部監査の状況 

当社の監査役は２名（常勤１名、非常勤１名）であり、各監査役は取締役会その他の重要会議に出席して意見

を述べるほか、内部監査室もしくは監査法人の監査へ立会うことなどにより、取締役の業務執行の妥当性、効率

性などを幅広く検証するなどの経営監視を実施しております。 

また、内部監査は内部監査室が行っております。内部監査室は年間の監査計画書を作成し、社内の全部署に対

して法令、規程、マニュアルの遵守状況や業務遂行プロセスの状況をチェックし、当該部署及び社長に報告する

とともに指摘事項の改善状況も確認しております。 

⑤会計監査の状況 

当期の会計監査業務を執行した公認会計士は高橋廣司、海野隆善、栗原学であり、みすず監査法人に所属して

おります。また、補助者の構成は、公認会計士５名、会計士補２名、その他６名でした。 

(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、内部監査による内部統制レベルの全社的向上、管理本部を中心にセキュリティポリ

シーの遵守及びインサイダー取引防止等、コンプライアンスの徹底、浸透を図り、リスクの顕在化を未然に防止

するよう全社で取り組んでおります。 

(4) 役員報酬の内容 

当事業年度における取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

取締役に支払った報酬総額    91,464千円（役員賞与を含む） 

監査役に支払った報酬総額     9,000千円（  同 上  ） 

(5) 監査報酬の内容 

当事業年度におけるみすず監査法人に対する報酬は以下のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  9,500千円 

   (6) 取締役の定数 

      当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。 

  



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の

財務諸表については中央青山監査法人により監査を受け、当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の財務諸表について、みすず監査法人により監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

３．連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

   なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

    資産基準       4.2％ 

    売上高基準      4.8％ 

    利益基準       2.4％ 

    利益剰余金基準    0.5％ 

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  2,478,389 2,424,378 

２．売掛金  547,302 764,082 

３．仕掛品  35,156 39,539 

４．貯蔵品  466 832 

５．前払費用  13,477 17,195 

６．繰延税金資産  53,859 37,754 

７．その他  2,179 9,702 

流動資産合計  3,130,831 89.4 3,293,485 86.8

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物附属設備  2,166 2,166   

減価償却累計額  1,473 692 1,694 471 

２．工具器具備品  34,836 41,590   

減価償却累計額  23,219 11,616 29,447 12,142 

有形固定資産合計  12,309 0.4 12,614 0.3

(2）無形固定資産    

１．電話加入権  1,547 1,547 

２．ソフトウェア  106,099 247,330 

無形固定資産合計  107,646 3.1 248,877 6.5

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  22,770 23,980 

２．関係会社株式 ※１ 30,000 60,000 

３．関係会社出資金  34,845 34,845 

４．従業員長期貸付金  781 － 

５．長期前払費用  － 986 

６．繰延税金資産  59,496 68,045 

７．保証金  42,247 42,022 

８．保険積立金  61,082 10,802 

９．その他  618 672 

投資その他の資産合計  251,842 7.2 241,355 6.4

固定資産合計  371,798 10.6 502,846 13.2

資産合計  3,502,629 100.0 3,796,332 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  130,651 121,509 

２．未払金  81,976 88,951 

３．未払費用  21,422 21,907 

４．未払法人税等  240,125 189,407 

５．未払消費税等  23,369 7,810 

６．前受金  93,225 92,971 

７．預り金  4,060 8,561 

８．賞与引当金  43,334 46,667 

９．役員賞与引当金  35,900 23,250 

10．その他  1,931 2,056 

流動負債合計  675,997 19.3 603,091 15.9

Ⅱ 固定負債    

１．長期未払金  21,934 13,098 

２．退職給付引当金  51,695 54,085 

３．役員退職慰労引当金  111,921 111,921 

固定負債合計  185,550 5.3 179,105 4.7

負債合計  861,547 24.6 782,197 20.6

     
 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 419,000 12.0 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  384,600 －   

 資本剰余金合計  384,600 11.0 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  34,050 － 

２．任意積立金    

(1)プログラム等準備金  7,371 －   

(2)別途積立金  5,000 12,371 － － 

３．当期未処分利益  1,787,203 － －

利益剰余金合計  1,833,625 52.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※３ 3,856 0.1 － －

資本合計  2,641,082 75.4 － －

負債・資本合計  3,502,629 100.0 － － 

     
 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 422,325 11.1

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 387,925   

資本剰余金合計  － － 387,925 10.2

３．利益剰余金    

(1）利益準備金  － 34,050   

(2）その他利益剰余金    

プログラム等準備金  － 5,528   

別途積立金  － 5,000   

繰越利益剰余金  － 2,154,754   

利益剰余金合計  － － 2,199,333 58.0

４．自己株式  － － △22 △0.0

株主資本合計  － － 3,009,561 79.3

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

 － － 4,573 0.1

評価・換算差額等合計  － － 4,573 0.1

純資産合計  － － 3,014,135 79.4

負債純資産合計  － － 3,796,332 100.0

     



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．ソフトウェア売上高 2,166,383 1,972,509   

２．保守及び運用管理等 
売上高 

538,732 2,705,115 100.0 537,847 2,510,357 100.0 

Ⅱ 売上原価     

１．ソフトウェア売上原価 853,227 796,453   

２．保守及び運用管理等 
売上原価 

251,236 1,104,463 40.8 223,570 1,020,024 40.6

売上総利益 1,600,651 59.2 1,490,333 59.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．広告宣伝費 27,687 24,520   

２．給与手当 102,413 124,889   

３．役員報酬 55,465 64,564   

４．賞与 33,276 36,007   

５．賞与引当金繰入額   7,467 8,800   

６. 役員賞与引当金繰入額 35,900 23,250   

７．法定福利費 23,814 26,216   

８．支払保険料 42,434 8,080   

９．支払手数料 29,910 43,248   

10．人材募集費 31,013 33,258   

11．賃借料 19,648 20,612   

12．旅費交通費 8,615 13,112   

13．減価償却費 3,625 3,318   

14．研究開発費 ※１ 288,088 273,985   

15．租税公課 13,488 13,742   

16．その他 24,145 746,994 27.6 29,257 746,865 29.8

営業利益 853,656 31.6 743,468 29.6

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  394 3,798   

２．受取配当金  176 176   

３．受取手数料 ※２ 723 1,860   

４. 匿名組合投資収益 ※３ 6,648 8,835   

５．その他  1,800 9,742 0.4 561 15,231 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  94 94 0.0 207 207 0.0

経常利益  863,305 31.9 758,492 30.2

Ⅵ 特別利益    

１．保険解約返戻金等  4,540 141,512   

２. 共済掛金返戻益  3,200     －   

  ３．その他  － 7,740 0.3 280 141,792 5.7

Ⅶ 特別損失    

１. 固定資産廃棄損  ※４ 61 61 0.0 － － －

税引前当期純利益  870,984 32.2 900,284 35.9

法人税、住民税及び 
事業税 

 400,401 378,713   

法人税等調整額  △22,892 377,509 14.0 7,063 385,776 15.4

当期純利益  493,475 18.2 514,507 20.5

前期繰越利益  1,293,728 － 

当期未処分利益  1,787,203 － 

     



売上原価明細書 

１．ソフトウェア売上原価明細書 

（注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ労務費 ※２ 549,943 45.8 552,713 42.4

Ⅱ経費 ※３ 651,967 54.2 751,285 57.6

  当期総製造費用  1,201,910 100.0 1,303,998 100.0 

  期首仕掛品たな卸高  48,952 35,156 

   合計  1,250,863 1,339,154 

  期末仕掛品たな卸高  35,156 39,539 

  他勘定振替高 ※４ 438,493 557,913 

   合計  777,213 741,701 

ソフトウェア償却費  76,013 54,752 

  当期ソフトウェア 
売上原価 

 853,227 796,453 

     

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．原価計算の方法は、プロジェクト別の個別原価 

計算によっております。 

１．原価計算の方法は、プロジェクト別の個別原価 

計算によっております。 

※２．労務費のうち引当金繰入額は、次のとおりであり

ます。 

※２．労務費のうち引当金繰入額は、次のとおりであり

ます。 

賞与引当金繰入額 33,807千円 賞与引当金繰入額 35,145千円

※３．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※３．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

外注加工費 562,999千円

賃借料 48,284千円

旅費交通費 13,160千円

外注加工費 666,573千円

賃借料 47,881千円

旅費交通費 13,512千円

※４．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※４．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

ソフトウェア 91,360千円

研究開発費 288,088千円

保守及び運用管理等 

売上原価 59,043千円

ソフトウェア 199,959千円

研究開発費 273,985千円

保守及び運用管理等 

売上原価 83,969千円



２．保守及び運用管理等売上原価明細書 

（注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ材料費  6,533 3.4 8,157 5.8

Ⅱ労務費 ※１ 107,101 55.7 93,133 66.7

Ⅲ経費 ※２ 78,558 40.9 38,310 27.5

合計  192,193 100.0 139,601 100.0 

他勘定受入高  59,043 83,969 

当期保守及び運用管理等
売上原価 

 251,236 223,570 

     

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．労務費のうち引当金繰入額は、次のとおりであり

ます。 

※１．労務費のうち引当金繰入額は、次のとおりであり

ます。 

賞与引当金繰入額 2,060千円 賞与引当金繰入額 2,722千円

※２．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※２．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

外注加工費 75,906千円

旅費交通費 2,581千円

外注加工費 36,137千円

旅費交通費 2,098千円



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

       配当金           148,800千円 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余
金合計  

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
  

利益 
剰余金 
合計 

プログ
ラム等 
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

419,000 384,600 384,600 34,050 7,371 5,000 1,787,203 1,833,625 － 2,637,225

事業年度中の変動額           

新株の発行 3,325 3,325 3,325     6,650

プログラム等準備金の取崩
し 

      △1,843 1,843 －   －

剰余金の配当（注）       △148,800 △148,800   △148,800

当期純利益       514,507 514,507   514,507

自己株式の取得         △22 △22

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

          

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

3,325 3,325 3,325 － △1,843 － 367,550 365,707 △22 372,335

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

422,325 387,925 387,925 34,050 5,528 5,000 2,154,754 2,199,333 △22 3,009,561

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計  

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

3,856 3,856 2,641,082

事業年度中の変動額   

新株の発行   6,650

プログラム等準備金の取崩
し 

  －

剰余金の配当（注）   △148,800

当期純利益   514,507

自己株式の取得   △22

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

717 717 717

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

717 717 373,053

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

4,573 4,573 3,014,135



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

    

税引前当期純利益   870,984 900,284 

減価償却費   87,000 65,177 

賞与引当金の増加額   4,709 3,333 

役員賞与引当金の増減額   4,000 △12,650 

退職給付引当金の増減額   △4,052 2,390 

受取利息及び受取配当金   △570 △3,974 

支払利息   94 207 

保険解約返戻金等   △7,740 △141,512 

匿名組合投資収益   △6,648 △8,835 

固定資産廃棄損   61 － 

売上債権の増加額   △21,449 △216,780 

たな卸資産の増減額   13,852 △4,748 

仕入債務の増減額   24,463 △9,142 

前払費用の増減額   3,365 △3,718 

その他流動資産の増加額   △1,784 △6,078 

未払金の増加額   36,660 2,510 

未払費用の増加額   3,520 484 

その他流動負債の減少額   △2,754 △444 

未払消費税等の減少額   △8,196 △15,559 

前受金の増減額   48,381 △253 

預り金の増減額   △7,776 4,501 

長期前払費用の増減額   397 △986 

その他   128 △434 

小計   1,036,648 553,771 

 



    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額   511 2,734 

利息の支払額   △94 △207 

法人税等の支払額   △316,178 △424,968 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  720,887 131,329 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

    

定期預金の預入による支出   △54 △941,660 

関係会社会社への出資による支
出 

  △64,845 △30,000 

関係会社短期貸付金の貸付によ
る支出 

  － △30,000 

関係会社短期貸付金の回収によ
る収入  

  － 30,000 

有形固定資産の取得による支出   △4,881 △6,754 

無形固定資産の取得による支出   △95,986 △199,959 

短期貸付金の回収による収入   － 1,077 

短期貸付金の貸付による支出   － △500 

長期貸付金の回収による収入   618 － 

長期貸付金の貸付による支出   △1,150 － 

敷金保証金の増加による支出   △25 － 

保険の解約等による収入   10,709 196,537 

保険積立金の積立による支出   △13,687 △4,744 

その他   － 605 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △169,302 △985,398 

 



    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

    

配当金の支払額   △106,713 △148,230 

株式の発行による収入   42,000 6,650 

自己株式の取得による支出   － △22 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △64,713 △141,602 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   486,871 △995,671 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,651,370 2,138,242 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   2,138,242 1,142,570 

      



⑤【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月23日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益 1,787,203 

Ⅱ 利益処分額 

１．配当金 148,800 148,800 

Ⅲ 次期繰越利益 1,638,403 

  



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2)その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

 (2)その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(1)仕掛品 

同左 

  (2)貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

(2)貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法、市場販売目

的のソフトウェアについては見込販売

期間（３年以内）における見込販売数

量に基づく償却額と販売可能な残存販

売期間に基づく均等配分額を比較し、

いずれか大きい額を計上する方法を採

用しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員への賞与の支給に充てるた

め、当事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3)役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額を計上しております。 

(3)役員賞与引当金 

同左 

  (4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務（期

末自己都合要支給額の100％相当額）を

計上しております。 

(4)退職給付引当金 

同左 

  (5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、役員退職慰労金規程による期末要

支給額を計上しております。 

なお、当社は平成15年４月より役員

退職慰労金の内規を廃止したため、新

たな役員退職慰労引当金の繰入はおこ

なっておりません。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

 ────── 

  

  ────── 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

3,014,135千円であります。 

 また、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．関係会社株式30百万円は、株式会社ライジングプ

ロ（平成18年４月３日設立）に対する新株式払込

金であります。 

※１．       ────── 

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．       ────── 

授権株式数 普通株式 12,800,000株

発行済株式総数 普通株式 3,720,000株

     

※３．配当制限 

   貸借対照表に計上されているその他有価証券評価

差額金3,856千円については、商法施行規則第124

条第３号の規定により、配当に充当することが制

限されております。 

※３．       ────── 

   

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 288,088千円 一般管理費に含まれる研究開発費 273,985千円

※２．       ────── ※２．このうち関係会社に対するものは次の通りであり 

   ます。 

    業務受託手数料         1,700千円 

※３．レバレッジドリースに係る投資収益であります。 ※３．レバレッジドリースに係る投資収益であります。 

※４．固定資産廃棄損は工具器具備品61千円でありま

す。 

※４．       ────── 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加19,000株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであり 

          ます。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式         

普通株式 （注）１ 3,720,000 19,000 － 3,739,000 

合計 3,720,000 19,000 － 3,739,000 

自己株式         

普通株式 （注）２ － 10 － 10 

合計 － 10 － 10 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 148,800 40 平成18年３月31日 平成18年６月23日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 149,559  利益剰余金 40 平成19年３月31日 平成19年６月25日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在）

   （千円）

現金及び預金勘定 2,478,389  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △340,147  

現金及び現金同等物 2,138,242  

（平成19年３月31日現在）

   （千円）

現金及び預金勘定 2,424,378  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,281,807  

現金及び現金同等物 1,142,570  



（リース取引関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社はリース取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社はリース取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

    ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  種類 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1)株式 16,268 22,770 6,501 16,268 23,980 7,711 

(2)債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 16,268 22,770 6,501 16,268 23,980 7,711 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 ― ― ― ― ― ― 

(2）債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― ― ― ― 

合計 16,268 22,770 6,501 16,268 23,980 7,711 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日）  
当事業年度 

（平成19年３月31日）  

  貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）  

子会社株式     

非上場株式 ― 60,000 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

  
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

（１）退職給付債務 △51,695千円 △54,085千円 

（２）退職給付引当金 △51,695 △54,085 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

退職給付費用 △538千円 9,568千円 

（１）勤務費用 △538 9,568 



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 

  
第１回 

新株予約権 
第２回 

新株予約権 
第２回の２ 
新株予約権 

付与対象者の区分及び数 

当社の取締役  ５名 

当社の監査役  ２名 

当社の従業員 108名 

当社の取締役  ６名 

当社顧問    ４名 

当社の従業員 134名 

子会社従業員  ２名 

当社の従業員 １名 

ストック・オプション数

（注） 
普通株式 200,000株 普通株式 182,700株 普通株式  3,000株 

付与日 平成15年６月30日 平成17年10月11日 平成17年11月９日 

権利確定条件 

権利行使時において当社又

は当社子会社、関連会社の

取締役、監査役、従業員

（顧問を含む）の地位を保

有していることを要する。 

権利行使時において当社又

は当社子会社、関連会社の

取締役、監査役、従業員

（顧問を含む）の地位を保

有していることを要する。 

権利行使時において当社又

は当社子会社、関連会社の

取締役、監査役、従業員

（顧問を含む）の地位を保

有していることを要す

る。  

対象勤務期間 
自 平成15年６月30日 

至 平成17年２月28日 

自 平成17年10月11日 

至 平成19年６月30日 

自 平成17年11月９日 

至 平成19年６月30日  

権利行使期間 
自 平成18年３月１日 

至 平成21年９月30日 

自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日  

自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日   

   
第１回 

新株予約権 
第２回 

新株予約権 
第２回の２ 
新株予約権 

権利確定前 （株）       

前事業年度末   － 178,200 3,000 

付与   － － － 

失効   － 31,000 － 

権利確定   － － － 

未確定残   － 147,200 3,000 

権利確定後 （株）       

前事業年度末   33,000 － － 

権利確定   － － － 

権利行使   19,000 － － 

失効   1,000 － － 

未行使残   13,000 － － 



② 単価情報 

    
第１回  

新株予約権 
第２回  

新株予約権  
第２回の２  
新株予約権  

 権利行使価格 （円） 350 2,610 2,615 

 行使時平均株価 （円） 2,390 － － 

 公正な評価単価（付与日） （円） － － － 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

   前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 

   当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（単位：千円）

繰延税金資産  

未払事業税 17,862 

賞与引当金損金算入限度超過額 17,634 

役員退職慰労引当金否認 45,540 

退職給付引当金損金算入限度超過額 21,036 

減価償却費損金算入限度超過額 15,497 

その他 3,487 

繰延税金資産合計 121,058 

繰延税金負債   

プログラム等準備金 △5,057 

その他 △2,646 

繰延税金負債合計 △7,703 

繰延税金資産の純額 113,355 

（単位：千円）

繰延税金資産  

未払事業税 15,419 

賞与引当金損金算入限度超過額 18,990 

役員退職慰労引当金否認 45,544 

退職給付引当金損金算入限度超過額 22,009 

減価償却費損金算入限度超過額 7,422 

その他 3,344 

繰延税金資産合計 112,731 

繰延税金負債   

プログラム等準備金 △3,793 

その他 △3,137 

繰延税金負債合計 △6,931 

繰延税金資産の純額 105,799 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    

法定実効税率 40.7％

（調整）   

留保金課税 1.8 

役員賞与引当金繰入額等永久に 

損金に算入されない項目 
0.3 

その他 0.5 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
43.3 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

留保金課税 － 

役員賞与引当金繰入額等永久に 

損金に算入されない項目 
2.5 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
42.9 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社は関連当事者との間に重要な取引はありません。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社は関連当事者との間に重要な取引はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 709.97円 

１株当たり当期純利益金額 136.85円 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
131.78円 

１株当たり純資産額 806.14円 

１株当たり当期純利益金額 137.83円 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
137.23円 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 493,475 514,507 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 493,475 514,507 

期中平均株式数（千株） 3,606 3,732 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 － － 

普通株式増加数（千株） 138 16 

（うち新株予約権（千株）） (138) (16) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

―――――――――― 平成17年６月24日定時株主総会に

よる新株予約権（新株予約権の数

1,502個） 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

子会社の設立 

 当社は、平成18年４月24日に株式会社プロシップフ

ロンティア（資本金30百万円、出資割合100％）を西日

本における開発拠点を確立することを目的とし設立い

たしました。同社は平成18年５月１日付で日本バイナ

ル株式会社に属する事業を譲受けました。 

新株予約権（ストックオプション）の付与 

  平成19年６月22日開催の定時株主総会において、当

社取締役、従業員および当社子会社取締役等に対し

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づ

く新株予約権（ストックオプション）を発行すること

を決議いたしました。 

(ア）譲受事業 

ソフト開発事業及びこれに付帯する事業 

 その内容は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状 

況 (8)ストックオプション制度の内容」に記載してお

ります。 

(イ）譲受資産   

科目 金額（千円） 

流動資産   

仕掛品 9,072 

固定資産   

有形固定資産   

工具器具備品 1,423 

無形固定資産   

電話加入権 1,067 

合計 11,563 

 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱吉野家ディー・アンド・シー 110 23,980 

計 110 23,980 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

     ソフトウェアの増加………ProPlus固定資産システム、ProPlusリース資産システム、及びProPlus販売資産 

                 システムの自社製作による取得 199,959千円 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物附属設備 2,166 － － 2,166 1,694 221 471 

工具器具備品 34,836 6,754 － 41,590 29,447 6,228 12,142 

有形固定資産計 37,002 6,754 － 43,756 31,141 6,449 12,614 

無形固定資産               

電話加入権 1,547 － － 1,547 － － 1,547 

ソフトウェア 231,036 199,959 － 430,995 183,665 58,728 247,330 

無形固定資産計 232,583 199,959 － 432,542 183,665 58,728 248,877 

長期前払費用 － 986 － 986 － － 986 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

賞与引当金 43,334 46,667 43,334 － 46,667

役員賞与引当金 35,900 23,250 35,900 － 23,250

役員退職慰労引当金 111,921 － － － 111,921



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理には税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

③ 仕掛品 

区分 金額（千円） 

現金 591 

預金   

当座預金 539,945 

普通預金 9,662 

定期預金 1,872,322 

別段預金 1,856 

小計 2,423,787 

合計 2,424,378 

相手先 金額（千円） 

株式会社フジミック    77,700 

株式会社 ダスキン    71,778 

ＮＴＴコムウェア株式会社 66,150 

日本マクドナルド株式会社 32,492 

日鉱金属株式会社 26,730 

その他 489,231 

合計 764,082 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

547,302 2,635,875 2,419,095 764,082 76.0 90.8 

品目 金額（千円） 

ソフトウェア仕掛品 39,539 

合計 39,539 



④ 貯蔵品 

⑤ 買掛金 

⑥ 未払法人税等 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品目 金額（千円） 

新幹線回数券 596 

収入印紙 161 

 その他 74 

合計 832 

相手先 金額（千円） 

日本ソフアック株式会社 17,322 

アイタカ株式会社 14,665 

普楽希普信息系統(大連)有限公司 14,660 

株式会社呉電子計算センター 9,817 

株式会社イーアイティー 5,565 

その他 59,478 

合計 121,509 

区分 金額（千円） 

法人税 125,173 

住民税 26,342 

事業税 37,891 

合計 189,407 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１. 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得 

     を請求する権利並びに募集株式又は募集新株予約権の割当を受ける権利を有しておりません。 

   ２．平成19年６月22日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次の通りとなりまし 

     た。 

     当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告が

     できない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

  

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 毎営業年度終了後３ヶ月以内 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券、1,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、証券取引法第24条の７第１項に規程する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第37期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

 （第38期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出 

(3)臨時報告書 

 平成18年４月３日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 プ ロ シ ッ プ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロシップ

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロシップ

の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 海 野 隆 善 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栗 原   学 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２２日

株 式 会 社 プ ロ シ ッ プ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロシップ

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロシップ

の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 海 野 隆 善 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栗 原   学 
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